演説例                                 2014/05/24
　みなさん、こんにちは。日本共産党です。この場所をお借りしてしばらく訴えさせていただきます。
　 １５日、首相の私的諮問機関の「安保法制懇」が、集団的自衛権が行使できるよう憲法解釈の変更を求める報告書を提出しました。これを受けて安倍首相は、集団的自衛権の行使容認の閣議決定に向けて、自民党と公明党の協議を始めています。　
　日本共産党は、憲法を破壊し、「海外で戦争をする国」をつくる企てに断固として反対するものです。
　みなさん、集団的自衛権の行使とは何でしょうか。それは日本が武力攻撃がないのに武力を行使する、海外で武力行使をするということです。
　２００１年のアフガニスタン戦争、２００３年のイラク戦争のとき、日本は自衛隊を派兵しました。長崎県の佐世保からも多くの自衛隊員が派兵されました。しかし、「戦闘地域にはいかない」「武力行使はしない」という「歯止め」がありました。ですから、日本の自衛隊員の誰一人として命を奪われることも、また、命を奪うこともなかったのです。この歯止めとなったのが憲法です。
  この春、海上自衛隊佐世保総監の吉田海将は退任のあいさつで次のようにのべたそうです。「３９年間、自衛官の道を歩んできたが、一発の銃弾も撃たず、撃たせず、平和のうちに静かに制服を脱ぐことをささやかな誇りにしたい」――みなさん、集団的自衛権の行使を容認すると言うことは、この「歯止め」を外し、若者を海外の戦場に送り、「殺し、殺される」国になると言うことです。日本を再び戦争をする国にしてはなりません。
　みなさん、安倍政権は「海外で戦争する国づくり」を国民に押しつけるために、様々な手口を使っています。
　その一つは、「集団的自衛権の行使といっても無制限に行使するわけではない」「放置すれば日本の安全に重大な影響を及ぼす場合に限定する」というゴマカシです。
  しかしみなさん、「放置すれば日本の安全に重大な影響を及ぼす場合」を判断するのはのは誰でしょう。それは、時の政権です。いったん、「海外で武力行使をしてはならない」という憲法の歯止めを外してしまったら、時の政権の判断で、範囲は無限定に広がるではありませんか。
　手口の２つめは、架空のシミュレーション・「具体的事態」を並べて、「みなさんのお子さんやお孫さんがいるかもしれない場所で、政府が何もできないということでいいのか」と、国民を脅しつけるやり方です。
　例えば、日本近海で紛争が発生し日本人を救助・輸送するアメリカ艦船を防護するといっています。想定されているのは朝鮮半島での有事（戦争）でしょう。これについて５月１７日の長崎新聞で、「（防衛省では）そうしたケースが喫緊の課題として議論になったことはない」「（現実味になさに）下手な芝居だ」という防衛省幹部の声を紹介しています。
　また、安倍首相は「（現状では）海外で活動するＮＧＯやボランティアが武装集団に攻撃されても自衛隊は救えない」と、言っています。これについて、アフガニスタンで人道支援を３０年以上続けている医師の中村哲（てつ）さんは、「全く逆です。命を守るどころかかえって危険です。私は逃げます」と、西日本新聞のインタビューに答えています。「日本は軍事行動に消極的な国、敵意のない国」だと思われているから、ＮＧＯなどが活動できるのだと言っています。
　このように、政府が「具体的事態」としているものは架空のこじつけばかりです。こんな、ゴマカシと脅しで「海外で戦争する国づくり」を許してはなりません。
　みなさん、昨年末、安倍内閣が秘密保護法を強行し、これを許さない国民の世論が大きく広がりました。そして今、集団的自衛権の行使を容認するために、政府が勝手に憲法の解釈を変えようとすることに対し、自民党の元幹部や歴代の内閣法制局長官などが次々に反対の声を上げています。５月１８日付けの「しんぶん赤旗」日曜版には、自民党の加藤紘一元幹事長が登場し、「解釈改憲はやるべきでない」と批判しています。
　新聞やテレビの世論調査でも、憲法9条改悪反対がこの1年間で急増し、賛成を大きく上まわっています。
　みなさん、憲法を解釈で変えようという安倍首相の暴走を許さないために、さらに世論を広げましょう。日本共産党はみなさんと力を合わせて全力を尽くす決意を、最後にのべまして、この場所からの訴えを終わらせていただきます。ご静聴・ご協力ありがとうございました。
